
　　　　　　（単位：千円）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

計画 △ 1,050 △ 1,050

実績 0

計画 △ 100 △ 100

実績 0

計画 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 300

実績 0

計画 0

実績 0

計画 △ 1,820 △ 1,820

実績 0

計画 △ 120 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 180 △ 1,740

実績 0

計画 △ 44 △ 44

実績 0

計画 △ 8,126 △ 8,126 △ 8,126 △ 3,149 △ 27,527

実績 0

計画 0 0 0 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 28,000 △ 196,000

実績 0

計画 △ 2,457 △ 2,457 △ 2,457 △ 2,457 △ 2,457 △ 2,457 △ 2,457 △ 2,457 △ 2,457 △ 2,457 △ 24,570

実績 0

計画 △ 1,649 △ 1,649

実績 0

計画 △ 40 △ 40 △ 40 △ 40 △ 40 △ 40 △ 40 △ 40 △ 40 △ 40 △ 400

実績 0

計画 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 300

実績 0

計画 △ 5 △ 5 △ 5 △ 5 △ 5 △ 5 △ 5 △ 5 △ 5 △ 5 △ 50

実績 0

計画 △ 288 △ 288

実績 0

指導員の退職による。
＠１４４，０００×２ヶ月 8 職員不在期間のみの削減となる。

8 特になし

16 市民部 経常 人権擁護
課 Ｈ19 隣保館運営費 1

Ｈ19～ 市民相談費 1 弁護士送迎費の削減を図る。
＠５，０００円15 市民部 経常 広報相談

課

郵送料の節減を図る。
＠３０，０００円 8 特になし

8 特になし

14 市民部 経常 市民活動
推進課 Ｈ19～ 自治会活動費 1

特になし

13 市民部 経常 市民活動
推進課 Ｈ19～ 自治会活動費 1 施設修繕料40千円について節減を図る。

＠２０，０００円×２件=４０，０００円

高齢者福祉センター管
理費

1

老人福祉センター指定管理料の内人件費につい
て、正規職員を臨時職員で対応することにより指
定管理委託料を削減する。
指定管理委託料１，６４９千円削減

412 福祉部 経常 介護福祉
課

管理に係る経費のうち、光熱水費等の見直し
△2,457千円 4 特になし11 福祉部 経常 福祉課

10

Ｈ１９～ 総合福祉センター管理
運営費

1

H１９

図書館と角野分館のBKUP回線の開設取りやめ
19年度　30,000円×2+7,500円×4月×2=120,000
円
20年度以降　7,500円×12月×2=180,000円

4 特になし

4 特になし

6 企画部 施策 情報政策課 H１９～ 庁内ＬＡＮの運用管理 1

Ｈ１９ 電算管理運営費 1

新庁内ＬＡＮﾊﾟｿｺﾝのＯＳを変更しない仕様にする
ためＡＳ４００接続ソフトのﾗｲｾﾝｽ数を削減できる
ため
3,900,000円(150ライセンス）→2,080,000円(70ﾗｲｾ
ﾝｽ)

5 企画部 経常 情報政策課

4 特になし7

8 　公営企業経営健全化計画の策定などの
条件をクリアしなければならない。

企画部 施策 情報政策課 Ｈ１９ 庁内ＬＡＮの運用管理 1 ホームページビルダー研修の取りやめ
平成19年度　４４，０００円

Ｈ１９ 補償金なし繰上償還 3

H19年度から3年間に限り認められる補償金なし
の繰上償還を実施する。対象は、公共下水道事
業債の６％以上のものを考えている。
借換分との金利差が経営改革額となるが、対象
金額算出の詳細な条件が示されていないため、
現時点では算定できていない。

4 企画部 経常 財政課

5

トナー込みでの契約のプリンターでの実
施を想定しているが、プリンターが故障し
た場合においては、トナー代有償のプリン
ターでの印刷になり、減額幅が減る。

Ｈ１９～ 秘書管理費 1 公用年賀状印刷をプリンターにて印刷を実施
（印刷製本費　－３０千円）3 企画部 経常 行政改革

推進課

Ｈ２３ 四国中央サミット開催費
負担金 3

公共関連施設等を活用し、会場使用料などのコス
ト削減を図るなど事業内容を見直しすることで事
業費の支出を抑える。
四国中央サミット開催費負担金　100,000円削減

施策 総合政策課 4 特になし

4 特になし

第四次後期戦略プランの経験を生かしコストの削
減を図る。
（第五次長期総合計画見直し予算）
印刷製本費4,200千円（冊子印刷）
　冊子印刷　@600＊5000冊＊1.05=3,150,000
　　　　　　　　　　　　　　　　　削減額1,050千円

Ｈ２７ 長期総合計画策定事業 3

「創造の１０年へ！５％の行政経営改革」実施計画書 （平成１９年度計画）
　１．歳　　出

事務事業名 実施内容及び計算式 実施上の問題点及び対応部局名

9 総務部 経常

実施
区分

1 企画部 施策 総合政策課

2 企画部

合　　計Ｎｏ 経費
区分 担当課名 開始年度 実　施　に　よ　る　概　算　影　響　額　（ 一 財 ベ ー ス ）整理

区分 計画未実施の場合の理由 年度

4

PFI方式ほか、確実にコスト削減が期待で
きる手法の選択と併せて、民間事業者が
提案しやすい計画(実際に事業を実施した
いとする事業者があらわれるような計画）
を策定しなければならない。

企画部 単独 駅周辺整備
室 H２５～ 芸術文化施設管理運営

（サービス購入） 3

ＰＦＩ方式ほかの導入により、建設・運営・管理を一
括して、民間のノウハウ、技術力、資金を活用する
ことで、コスト削減を図る。平成17年度芸術文化施
設PFI導入可能性調査では、PFI事業を導入した
場合には公共が管理運営した場合に比べて事業
費の約6.7％を軽減することが可能と試算されてい
る。
計算式＝各年度査定額の6.7%

8

収　税　課 Ｈ２２～ 前納報奨金制度
(収納管理費) 3

交付率を0.5/100から0.25/100に、期別上限額を
25万円から12万5千円に一部改正しＨ１７年４月施
行した。改正の影響・動向を見極めたうえでＨ２２
年度より廃止する。Ｈ１９年度当初予算額28,000
千円

1 条例廃止に伴う議会対応及び納税者に
対するＰＲ



　　　　　　（単位：千円）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

「創造の１０年へ！５％の行政経営改革」実施計画書 （平成１９年度計画）
　１．歳　　出

事務事業名 実施内容及び計算式 実施上の問題点及び対応部局名 実施
区分 合　　計Ｎｏ 経費

区分 担当課名 開始年度 実　施　に　よ　る　概　算　影　響　額　（ 一 財 ベ ー ス ）整理
区分 計画未実施の場合の理由 年度

計画 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 10 △ 100

実績 0

計画 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 30 △ 300

実績 0

計画 △ 200 △ 200

実績 0

計画 △ 72 △ 72 △ 72 △ 72 △ 72 △ 72 △ 72 △ 72 △ 72 △ 72 △ 720

実績 0

計画 △ 60 △ 60

実績 0

計画 △ 18 △ 18 △ 18 △ 18 △ 18 △ 18 △ 18 △ 18 △ 18 △ 18 △ 180

実績 0

計画 △ 260 △ 260

実績 0

計画 △ 400 △ 400

実績 0

計画 △ 37 △ 37

実績 0

計画 △ 6,400 △ 6,400

実績 0

計画 △ 1,940 △ 120 △ 120 △ 120 △ 120 △ 120 △ 120 △ 120 △ 120 △ 120 △ 3,020

実績 0

計画 △ 664 △ 664

実績 0

計画 △ 57 △ 57

実績 0

計画 0

実績 0

計画 0

実績 0

計画 0

実績 0

計画 △ 10,231 △ 2,992 △ 2,992 △ 30,992 △ 31,092 △ 37,392 △ 39,118 △ 39,118 △ 40,168 △ 34,141 △ 268,236

実績 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※水道局・監査委員事務局・出納室・農業委員会事務局・選挙管理委員会事務局なし。

1

住宅政策を実施する上で住宅マス
タープランの作成は、必要不可欠であ
るが、最近の動向として住宅政策と都
市計画の整合性が重要になってきた
ので、都市計画マスタープランの中で
住環境に主眼を置いた住宅政策を計
画する。

3 市有林管理に支障が生じないよう精
査が必要である。

4

森林組合への協力要請が必要であ
る。

Ｈ１９ 市有林管理費

H18 公営住宅の建替え 3 住宅マスタープランの作成委託料を削除する

Ｈ１９ 林業振興費

26 建設部 公共 建築住宅
課

25 経済部 経常 農林水産
課 1

（森林調査等賃金）調査等が必要な場合、森
林組合の協力を求め市職員で対応することで
削減を図る。12,300円×3回＝36,900円

4

124 経済部 経常 農林水産
課

20 経済部 施策 商工労政
課 Ｈ１９～ 多極型産業推進費 1

23

2 有資格者を確保し救急体制を維持するた
め、今後も計画的な人材育成を図る

県消防学校にて実施される気管挿管課程の入校
計画を変更し削減　　５７千円

30

8 H.２０以降はどのような人員配置になる
か、不確定である。

29 消防 施策 総務警防課 Ｈ１９～ メディカルコントロール
体制整備費 2

28 教育委
員会 経常 社会教育課 Ｈ１８ 公民館管理運営費 1

議員定数2人削減によって、常任委員会研修費と
個人研修費が2人分減（884千円）、政務調査費が
2人分減及び4月分の政務調査費を請求しないこ
とによる減（936千円）、及び広告料とタクシー使用
料の節減等（120千円目標）により経費の削減を
図る。

H１７～ 議会管理運営費 1

別子山公民館長は正規職員となっており、非常勤
館長１名分の報酬664千円が不要となるため。

し尿処理に悪影響を及ぼすコスト削減に
ならないよう注意する。

8
　現時点でパソコンの事務処理能力
に支障を生じておらず、故障も発生し
ていないため、特に問題なし。

4

　公用車利用ができる四国内の事業
所までで対応できるよう努める。

市民の森管理費

4
議員定数削減による費用弁償及び政務
調査費の削減については今年度に限る
削減である。

1

管理施業委託について、管理施業範囲、委託
内容等の見直しを行い委託料200千円の削減
を図る。遊具等の修繕についても修繕方法の
見直しを行い修繕料60千円の削減を図る。

3 市民の森管理に支障が生じないよう
精査が必要である。

市有林管理施業委託について、施業面積、施
業内容等の見直しを行い委託料400千円の削
減を図る。

経済部 経常 農林水産
課 Ｈ１９

27 議会事
務局 経常 議事課

19 環境部 経常 生活環境課
(衛生ｾﾝﾀｰ) Ｈ１９～ 衛生センター運営費 1 各機器の点検整備を念入りに施し、消耗部品を長

持ちさせるよう努める。

Ｈ１９ 工業試験場管理費 1

旅費の節減を図る。
東京往復　72,340円

21 経済部 経常 商工労政
課

消耗品費の節減を図る。
＠３０，０００ 8 特になし

8 特になし

18 市民部 経常 市民課 Ｈ１９～ 戸籍住民基本台帳費 1

Ｈ１９～ 男女共同参画推進費 1 消耗品費の節減を図る。
＠１０，０００17 市民部 施策 男女共同

参画課

22 経済部 経常 運輸観光
課 Ｈ１９ 観光費 1

四国地区内の出張については公用車を利用
し、旅費のコスト削減を図る。
松山出張旅費（1回）7,100円→0円
高松出張旅費（1回）11,640円→0円

4 公用車が確保できるかどうかの問題
が生じる。

当初リース期間が終了するパソコンについて
１年間の再リースを行う。
67,152円（当初リース料） － 6,615円（再リー
ス料）＝60,537円

合　　　　　　　　　計


